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A. 研究目的 
研究 1 年目（2017 年度）は，米国の地域拠点病

院（Regional Treatment Center）２施設の視察，2
年目（2018 年度）はその 2 施設の１つであるネブ
ラスカ大学医療センター（University of Nebraska 
Medical Center ：UNMC）から講師を招聘し，感
染管理室スタッフおよび一類感染症診療に従事予
定の看護チームのスタッフを対象とした対応訓練
を行い，得られた知見をもとに，対応方針やマニュ
アルを見直した．しかし，本邦と米国における医療
システムの違いや，視察した施設と当院の設備や器
材，診療体制の違いからいくつかの疑問点が残った． 
本年度は，国内の特定感染症指定医療機関および

第一種感染症指定医療機関に依頼してアンケート
および訪問調査を行い，当院の対応方針を再修正し
た．さらに，各種調査で得られた知見をもとに，特

に看護と検体検査に関する情報を整理し，国内のす
べての感染症指定医療機関の参考となるよう手順
書としてまとめた． 

 
B. 研究方法 
一類感染症診療における看護と検査に関する特定
感染症指定医療機関および第一種感染症指定医療
機関に対するアンケート 
調査期間：2019年 9月 1日～10月 31日 
対象施設：秋田大学医学部附属病院，東北大学病院，
成田赤十字病院，がん・感染症センター都立駒込病
院，国立国際医療研究センター病院，りんくう総合
医療センター，長崎大学病院，鹿児島大学病院，琉
球大学医学部附属病院 
実施方法：上記 9施設に質問票（資料１）を Eメー
ルで送付し，過去 2年間の研究において未解決であ

研究要旨 2018年度および 2019年度の研究活動として，米国の地域拠点病院 2施設（ネブラス
カ大学医療センター（UNMC），Cedars-Sinai医療センター）の視察と，UNMCからスタッフを
招聘した対応訓練を行い，得られた知見をもとに自施設のマニュアル等を改訂した．今年 3年目
の活動として，マニュアル改訂の中で疑問に思った点，解決できなかった問題点を抽出したうえ
で，国内の特定感染症指定医療機関および第一種感染症指定医療機関を対象としたアンケート（9
施設）と訪問調査（4 施設）を行い，得られた情報をもとに看護と検査に関する手順書を作成し
た． 
国内で一類感染症の診療に携わる可能性のあるすべての医療機関にとって参考となるよう，国

内外の感染症指定医療機関等の方針をもとに，安全かつ実践可能な内容としたが，病院環境や物
品・器材，さらには診療体制や看護体制は施設ごとに異なることから，各施設の状況を考慮して
最良の対策に改変して活用していただきたい． 



った一類感染症患者に対する看護や検査に関する
具体的な方針や実施方法について質問した． 
（調査項目）個人防護具（PPE），汚物・嘔吐物の処
理手順，記録，同意書関係，看護師の入室，廃棄物，
死後のケア，臨床検査 
 
訪問調査 
アンケートを送付した 9 施設のうち４施設を訪

問して院内感染対策部門の担当者と面会し，回答後
に情報が不十分と思われた点については，現地対応
者に Eメールで問い合わせた． 
1. 秋田大学医学部附属病院 

調査日：2019年 9月 20日 
現地対応者：嵯峨知生（医師），中村美央（看
護師），石川陽子（看護師），佐藤智子（看護師），
達子瑠美（臨床検査技師） 
訪問調査者：金森肇（医師），池田しのぶ（看
護師），佐藤貴美（臨床検査技師） 

2. 国立国際医療研究センター病院 
調査日：2019年 10月 1日 
現地対応者：忽那賢志（医師），杦木優子（看
護師），目﨑和久（臨床検査技師） 
訪問調査者：徳田浩一（医師），池田しのぶ，
三浦悠理子（臨床検査技師） 

3. がん・感染症センター都立駒込病院 
調査日：2019年 10月 1日 
現地対応者：今村顕史（医師），関谷紀貴（医
師），渡辺多美（看護師），進藤亜子（看護師），
坂井和巳（臨床検査技師） 
訪問調査者：徳田浩一，池田しのぶ，三浦悠理
子 

4. 成田赤十字病院 
調査日：2019年 11月 11日 
現地対応者：馳亮太（医師），立石順久（医師），
矢野勇大（医師），菱木美和子（看護師），栗山

秀子（看護師），遠藤康信（臨床検査技師） 
訪問調査者：徳田浩一，池田しのぶ，佐藤貴美 

 
手順書の作成 
本研究班における 3 年間の活動で得られた知見

をふまえ，国内のすべての感染症指定医療機関の参
考となるよう，看護と検体検査に関する情報を整理
して手順書としてまとめた． 

作業は，東北大学病院感染管理室の医師，看護
師，検査技師が主体となって原案を作成し，班会
議および研究者間のEメールによる意見交換を基
に仕上げた． 

 
（倫理面への配慮） 
本研究では，特定の研究対象者は存在せず，倫理

面への配慮は不要である． 
 
C. 研究成果 
一類感染症診療における看護と検査に関する特定
感染症指定医療機関および第一種感染症指定医療
機関に対するアンケート 
1. 看護の方針 
 アンケートへの協力を依頼した 9施設は，いず
れも特定感染症指定医療機関あるいは第一種
感染症指定医療機関であるが，PPE の使用や
汚物・嘔吐物の処理手順など，多くの方針につ
いて施設間で違いがあった（資料 2）． 

 質問項目に入れていなかった情報として，アイ
ソレーターの使用方針については，搬送に使用
されたアイソレーターまま病室に搬入する施
設と，施設に入った時点でアイソレーターから
病院の搬送用ベッドに患者を移して迅速に病
室に入る施設など，方針が異なっていた． 

2. 院内検査の方針 
 実施予定の検査内容は多くの施設で共通して

いたが，一部の検査（血液培養検査，一般細菌
検査，デング熱迅速検査，マラリア顕微鏡的形
態検査）については，方針に違いがみられた（資
料 2）． 



 検査室環境や検査方針，作業手順に関する回答
は，施設ごとに多様であった． 

 検査後の検査機器の処理については，可能な限
り廃棄処分とするという回答が 1 施設あった
が，単回使用器材など廃棄可能なものに限ると
のことであった．すなわち方針が決まっている
9施設中 6施設については，全ての施設におい
て検査後の検査機器や安全キャビネットは表
面を消毒して再使用するという方針であった． 
 

訪問調査 
アンケート回答内容の意見交換 

1. 看護の方針 
多くの方針で施設間に違いがあったが，使用
予定の器材の違い，看護体制の違いなどによる
ものであった．すなわちいずれの方針もその施
設ごとの最善策であり，普遍的にベストな唯一
の方策は無いと思われた． 
調査票の質問項目には無く，視察で得た情報
として，患者収容の導線やベッド移動の場所，
スタッフの衣服の更衣場所，病室とスタッフス
テーション間のコミュニケーションデバイス
（音声，映像）が，各施設の構造等を考慮して
良く検討されており参考になった． 

2. 臨床検査の方針 
病室内から病室外への検体の搬出手順や，運
搬担当者，検査担当者は各施設で方針が異なっ
ていたものの，施設の構造やスタッフの配置や
人数などの事情を踏まえたうえで実行性と安
全性が十分検討されており，トレーニングも実
施されていた． 
訪問した4施設のすべてが専用の検査室を有
していた．限られたスペースで，接触による汚
染が懸念される状況であったが，作業手順の工
夫等により環境汚染が起こらないように対策
が講じられていた． 

 
 
 

手順書の作成 
看護と院内検査に関する内容について，文章と写

真で手順を示した．準備されている防護具をはじめ
とした器材や医療環境は施設によって比較的大き
く異なると思われるが，エボラウイルス病をはじめ
とした一類感染症に応用可能な手順書となるよう
作成した．巻末に汚物処理と院内検査に関する確認
シートを載せた．作業の場に本シートのコピーがあ
れば，手順書を暗記したり，病室に持ち込んだりし
なくとも間違いにくくなると思われる． 
看護：防護具の選択と着用，防護具の脱衣，トラン
スファー（患者の移動），検体採取から受け渡しま
で，汚染物処理，廃棄物処理，配膳 
院内検査 
付録：確認シート（汚染物処理），確認シート（院
内検査） 
 
D. 考察 
特定感染症指定医療機関および第一種感染症指

定医療機関の 9 施設から得られたアンケート結果
では，防護具の使用方針や看護手順において，施設
ごとに違いが認められた．また，研究 1年目に視察
および聞き取り調査したUNMCの方針とも違いが
あった．ただし，認めた方針の違いは作業の安全性
や正確性に影響せず，各施設の人員配置や設備・器
材，病棟の構造などを検討して，より安全性が高く
なるよう配慮して決められた方針であった．また，
いずれの施設においても訓練を行う中で問題点に
気付かれた場合は方針が修正されていた．米国
UNMC においても我々の視察調査後に再度聞き取
りをしたところ，訪問時とは方針が変更となった看
護手順等があった．一般的に院内感染対策を構築す
る際，すでに対策が構築されている他施設の方針や，
国内外の組織（国内は厚生労働省，国立国際医療研
究センターなど，海外は WHO，CDC など）が発
行しているガイドラインや動画資料を参考とする
場合が多いが，その情報をそのまま導入するのでは
なく，自施設の現状を考慮してより安全性と実行性
の高い対策を構築する必要があると考えられる． 



3 年間の調査研究の成果として手順書を作成し
た．アンケートおよび訪問調査を実施した国内 9
施設，および米国 UNMC の方針をもとに，安全
かつ多くの施設で導入可能な内容としたが，病院
環境をはじめ使用する防護具など物品・器材が異
なることや，診療体制や看護体制に違いがあるこ
となどから，細部の具体的方針は，最終的には独
自に判断せざるを得ず，各施設の現状に即したよ
り安全で実行性の高い対策に内容を再検討して
導入していただきたい．また一旦作成したマニュ
アル等も，訓練を繰り返す中で問題点を抽出して
修正することが重要である． 
本手順書は，主にエボラウイルス病への対策を

念頭に作成したものであるため，対象となる疾患
（病原体）や，今後の感染対策の考え方やエビデ
ンスの変遷により実施すべき対策が変更される
可能性があることに留意が必要である． 

 
E. 結論 
研究 3年目の成果として，過去 2年間の活動（米

国の地域拠点病院（UNMCなど 2施設）の視察，
UNMC スタッフによる自施設での対応訓練とマニ
ュアル改訂）で得られた知見をもとに，国内におい
て一類感染症診療に携わる可能性のあるすべての
医療機関にとって参考となる手順書を作成した． 
方法は，研究 2年目までに取り組んだ自施設のマ

ニュアル改訂の中で疑問に思った点，解決できなか
った問題点を抽出し，国内の特定感染症指定医療機
関および第一種感染症指定医療機関へのアンケー
ト（9 施設）と訪問調査（4 施設）を行い，得られ
た知見をもとに文章と写真で手順を示した． 
国内外の感染症指定医療機関等の方針をもとに，

安全かつ多くの施設で実施可能な内容としたが，病
院環境や物品・器材，さらには診療体制や看護体制
には施設ごとに違いがあることから，各施設の現状
に即したより安全で実行性の高い対策へ修正して
活用いただきたい． 
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G. 研究発表 
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H. 知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得 

なし 
２．実用新案登録 

なし 
３．その他 
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